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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　APEC (Asia-Pasific Economic Cooperation)はオーストラリアのホーク首相（当時）の呼びか

けで、1989年から開催されているアジア太平洋地域の政府間の経済協力の場であり、毎年１回開

催される閣僚会議をはじめとして、高級事務レベル会合、各種の委員会やワーキンググループな

ど様々な活動が活発に行われている。1993年のシアトル（米国）会合からは非公式な首脳会談も

実施されており、1999年現在で21の環太平洋の国および地域が参加している。

　APECの活動目的は、参加メンバー間で経済的な協力を推進することによりアジア太平洋地域の

経済発展を持続、促進させることにある。1994年、インドネシアで開催されたAPEC会合では、

「APECの先進地域メンバーは2010年までに、また、途上地域メンバーは2020年までに、APEC域

内における自由で開かれた貿易・投資を達成する」という長期的な目標が設定された（ボゴール

宣言）。この会合において河野外務大臣（当時）はAPECにおける経済協力構想「前進のための

パートナー：Partners for Progress」（PFP）を提唱した。PFPは、相互支援および自主性の原

則の下でAPECにおける経済・技術協力を一層効果的に推進することを目的としたメカニズムであ

る。その後、PFPは、APECの高級事務レベル会合（Senior Official Meeting: SOM）における議

論を経て、1995年10月のAPEC大阪閣僚会議において正式に採択され、同会議の共同声明に盛り込

まれた。

　わが国は貿易・投資の自由化・円滑化に資するPFPプロジェクトとして、「工業所有権」、「競

争政策」、「基準・適合性」の３分野の人材育成に係る研修計画を、1996年２月にマニラで開催

されたSOMにおいて提案し、その実施に向けての検討を開始した。同プロジェクトの実施につい

ては参加メンバーの自発的協力が求められ、わが国は第三国集団研修のスキームを利用し、日本

人専門家の派遣、研修実施経費の負担および途上国からの参加者に対する渡航費について支援す

ることとなった。

　本件PFPプロジェクト実施に係るわが国からの提案に対して、タイ及びマレイシアより共同実

施の意向が示され、「工業所有権」分野および「競争政策」分野の研修をタイ国で開催すること、

また、「基準・適合性」分野の研修をマレイシア国にて開催することとなった。その後、各プロ

ジェクトの内容はAPECの貿易投資委員会（Committee on Trade an Investment: CTI）あるい

は基準適合性小委員会（Sub-Committee on Standards and Conformance: SCSC）等の場で議

論され、カリキュラムの一部変更を経て、タイでの２プロジェクトは1996年５月、また、マレイ

シアでのプロジェクトは８月のSOMにおいてそれぞれAPECのプロジェクトとして正式に承認さ

れた。

　タイ「PFP工業所有権」については、1996年３月の事前調査、1996年８月の実施協議を経て1996
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年９月にR/Dを署名・交換した。また、タイ「PFP競争政策」については、1996年３月の事前調

査、1996年10月の実施協議を経て1996年11月にR/Dを署名・交換した。さらに、マレイシア「PFP

基準・適合性」については、1996年11月の事前調査を経て1996年12月にR/Dを署名・交換した。

　本終了時評価調査においては、マレイシア第三国研修「PFP基準・適合性」およびタイ第三国

研修「PFP工業所有権」の２件を対象に評価を実施する。マレイシア第三国研修「PFP基準・適

合性」は基準・認証制度を整備、体系化するための人材を育成することにより、APEC域内メン

バーの産業発展を図るとともに、貿易・投資の自由化に資することを目的に1996年から５年間の

予定で協力が開始された。また、タイ第三国研修「PFP工業所有権」は、工業所有権保護に関す

る国際規約を遵守するとともに、出願事務、方式審査等の機械化を促進する人材を育成すること

により、工業所有権制度の制定、運用に関する理解を深めることを目的に1996年から５年間の予

定で協力が開始された。

　本調査団は、過去４回実施した協力について、当初計画に照らして研修の活動実績、管理運営

能力、研修効果などについて評価を行い、目標の達成度を判定することを主たる目的とし、さら

に評価結果から教訓・提言を導きだし、今後の協力のあり方や実施方法の改善に役立てるために、

平成11年12月13日から平成11年12月23日までマレイシアおよびタイに派遣されることとなったも

のである。

１－２　調査団の構成

№ 氏　名 担当業務 所　　　　　属 備　　考

１ 辰見　石夫 団長・総括
国際協力事業団 国内事業推進部 準備室
調査役

２ 横田　敬一 協力政策 外務省 経済協力局技術協力課 課長補佐

３ 横田　一磨 基準・適合性
通商産業省 通商政策局技術協力課
総括係長

マレイシアのみ
参団

４ 西田　拓也 工業所有権 特許庁 総務部国際課 係長 タイのみ参団

５ 大塚　和哉 協力計画
国際協力事業団 地域部準備室東南アジア
グループ
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１－３　調査団の日程

１－４　終了時評価の方法

(1) 国内準備作業 ：コースレポート、派遣専門家報告書の分析、

　質問票（実施機関・研修員宛）の送付

(2) 現地調査 ：質問票の回収、面接調査（関係機関、参加研修員）、

　評価結果の確定、ミニッツの署名

(3) 報告書作成 ：調査団評価報告書の作成

１－５　主要面談者

(1) マレイシア

１）マレイシア経済企画庁（Economic Planning Unit: EPU）

Ms. Suraya Woon Abdullah Director, External Assistance Section

Mr. K. Thillainadarajan Principal Assistant Director,

External Assistance Section

日順 月 日(曜日) 調　　査　　行　　程
１ 12 月 12 日(日) 移動（東京→クアラルンプール）
２ 12 月 13 日(月)  9:20　JICA 事務所訪問

10:00　日本大使館訪問
11:00　経済計画局（EPU）と協議
14:00　関連専門家と協議

３ 12 月 14 日(火)  9:30　SIRIM 計量センターと協議
11:00　科学技術環境省標準局と協議
15:00　SIRIM と協議（研修参加者からのヒアリングも含む）

４ 12 月 15 日(水) SIRIM とミニッツ案協議、ミニッツ署名
５ 12 月 16 日(木)  9:30　JICA 事務所報告

　　　 移動（クアラルンプール→バンコク）
　　　 横田一磨団員帰国、西田団員バンコクにて合流

６ 12 月 17 日(金) 10:00　JICA タイ事務所訪問
14:00　知的財産局（DIP）訪問、関連専門家と協議

７ 12 月 18 日(土) 資料整理
８ 12 月 19 日(日) 資料整理
９ 12 月 20 日(月)  9:30　技術経済協力局（DTEC）と協議

13:30　DIP と協議（研修参加者からのヒアリングも含む）
10 12 月 21 日(火) DIP とミニッツ案協議、ミニッツ署名
11 12 月 22 日(水) 10:00　日本大使館報告

11:00　JICA タイ事務所報告
       移動（バンコク→東京）

12 12 月 23 日(木) 東京着
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２）マレイシア標準局（Department of Standards Malaysia: DSM）

Mr. Ruzain Idris（研修参加者'99） Director, Administration & Finance Division

３）SIRIM研修サービス（SIRIM Training Services Sdn Bhd: STS）

Dr. Mat Khair Salbin General Manager

Mr. Mahfop Mohd Salleh Manager, Seminar and Covention Services

４）SIRIM計量センター（SIRIM National Metrology Centre）

Mr. Md Nor bin Md Chik General Manager

５）SIRIM元研修員

Ms. Maziah Mukhatar Standards Executive

Mr. Abdul Aziz Haron Technical Executive

Ms. Khatijah Hashim Standards Executive

Ms. Nageswari a/p Iyampillai Standards Executive

Mr. M. Zamri Mustaffa Senior Technical Executive

Ms. Salmah Mohd Nordin Standards Executive

６）在マレイシア日本国大使館

那須野　太 一等書記官

楠　勝浩 一等書記官

７）JICAマレイシア事務所

岩波　和俊 所長

吉田　ひとみ 所員

Mr. Kok Dhong Fatt Officer

８）関連専門家

村松　憲三 個別専門家「電気製品安全試験（IEC65）

竹腰　恵好 チーム派遣「IEC335」

作間　英一 プロ技「SIRIM計量センター(2)」チーフアドバイザー

福永　理和 プロ技「SIRIM計量センター(2)」調整員

加藤　敏男 プロ技「SIRIM計量センター(2)」電気

笹田　有巧 プロ技「SIRIM計量センター(2)」長さ

９）その他
出口　雄一     （財）日本品質保証機構総合製品安全本部
                         安全試験検査センター安全試験部長
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(2) タイ

１）商務省知的財産局（Department of Intellectual Property (DIP), Ministry of Commerce）

Mr. Pongthian PAYAKNITI Director-General

Mr. Santi RATANASUWAN Deputy Director-General

Mr. Pisanu SEKASIDDHI Director Intellectual Property Promotion and

Development Division

Mr. Chumpichai SVASTI-XUTO Deputy Director International Affairs

Group Intellectual Property Promotion and

Development Division

２）DIP元研修員

Mr. Sereephap SRICHAIMOOL Patent Examiner

Ms. Narumon SRIKUMKLIP Secretariat

Ms. Suchasinee RATTANASUKKO Trademark Registrar

Ms. Chutima MUNGMEE Trademark Examiner

３）関連専門家

中村　達之 個別専門家「工業所有権アドバイザー」

岩崎　嘉章 プロ技「工業所有権情報センター」チーフアドバイザー

三浦　義章 プロ技「工業所有権情報センター」業務調整員

奥野　英幸 プロ技「工業所有権情報センター」コンピュータシステム

平塚　敬一 プロ技「工業所有権情報センター」工業所有権（研修・広報普及）

諏訪　修 プロ技「工業所有権情報センター」工業所有権情報

４）在タイ日本国大使館

戸高　秀史 二等書記官

５）JICAタイ事務所

岩口　健二 所長

梅崎　裕 次長

中本　明男 所員
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第２章　第三国集団研修コース概要第２章　第三国集団研修コース概要第２章　第三国集団研修コース概要第２章　第三国集団研修コース概要第２章　第三国集団研修コース概要

２－１　マレイシア「PFP基準・適合性」

(1) コース概要

１）コース名

　第三国集団研修「PFP基準・適合性」

 （APEC/PFP Project Training Programme on Standards and Conformity

     Assessment Schemes）

２）研修実施機関

　SIRIM Berhad.

３）コースの到達目標

ａ）APEC各メンバーの基準認証の現状と課題について認識する。

ｂ）視察や事例研究を通じ、標準化や認定・認証機関の現場を理解する。

ｃ）APEC各メンバーの基準認証にかかる整備状況について理解を深め、相互理解を促進す

　る。

４）参加資格要件

ａ）APEC域内メンバーの基準・認証を担当する政府機関および関係機関の中堅行政官

ｂ）英語（会話および筆記）が堪能である者

ｃ）応募国の国民である者

ｄ）心身ともに健康である者

５）割当国・定員

ａ）割当国

　APEC加盟国（DACリストⅠに分類される国々および地域＊からの参加者に係る参加経

　費は日本側が負担可能）

＊1999年現在でDACリストⅠに分類されている国は、中国、チリ、インドネシア、韓国、

メキシコ、マレイシア、PNG、フィリピン、ペルー、ヴィエトナム

ｂ）定員

　各メンバー３名程度とする。ただし、要望があれば、３名以上の参加についても全体の

キャパシティーを考慮して検討することとする。

(2) R/D協力期間

　1996年度から2000年度まで毎年一回開催する（初年度に関しては1997年３月19日から３月２

８日まで10日間）。
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(3) コース開催実績

　第１回　1997年３月19日から３月28日まで（10日間）

　第２回　1997年11月25日から12月４日まで（10日間）

　第３回　1998年11月24日から12月３日まで（10日間）

　第４回　1999年11月15日から11月20日まで（６日間）

(4) 過去４年間の研修員の受入実績

　下記の表2-1を参照のこと。

表2-1　研修員受入実績

№ 国　　　名 計 第１回 第２回 第３回 第４回

1 中　国 12 3 3 3 3

2 インドネシア 10 2 3 2 3

3 韓　国 13 3 4 3 3

4 マレイシア 18 4 5 5 4

5 フィリピン 11 3 3 2 3

6 シンガポール 3 0 2 1 0

7 タ　イ 12 3 3 3 3

8 ヴィエトナム 6 － － 3 3

9 チ　リ 4 2 0 1 1

10 メキシコ 8 3 2 2 1

11 ペルー 3 － － 1 2

12 パプア・ニューギニア 7 2 3 0 2

JICA 実績小計 107 25 28 26 28

13 台　湾 4 0 2 2 0

14 香　港 3 0 1 2 0

15 オーストラリア 2 0 2 0 0

計 116 25 33 30 28

（注）「－」は割当なし
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(5) 短期専門家派遣実績

　下記の表2-2を参照のこと。

表2-2　年度別専門家派遣実績

２－２　タイ「PFP工業所有権」

(1) コース概要

１）コース名

　第三国集団研修「PFP工業所有権」（APEC/PFP Project Training Programme on

Management of Industrial Property Rights）

２）研修実施機関

　商務省知的財産局（DIP）

３）コースの到達目標

ａ）工業所有権に関し、APECメンバー間の相互理解の重要性についての認識を深める。

ｂ）工業所有権に関する国際的動向、経済的価値保護関連条約並びに関連法務とその実務に

ついて概要を修得する。

年　度 指　導　科　目 氏　　名 所　　　属
ISO9000に基づく審査登録 ①加藤芳春 （財）日本規格協会 QS課長
NECにおける ISO14000取得
活動事例

②高田典子 日本電気株式会社環境管理部

適合性評価スキームにおける
JABの活動

③奥城昭一郎 （財）日本適合性認定協会審議役

国際規格との整合化の実行 ④小林勝 通産省工業技術院標準部/工業標準専門職

平成 8年度
（1996 年）

適合性評価と ISO/IECガイド ⑤上戸亮 通産省工業技術院標準部管理システム規格
課/工業標準専門職

ISO/IEC ガイド 65 の適用と
JISマーク制度での応用例

①名久井恒司 通産省工業技術院標準協力調整官

ISO/IECガイド 25 の応用 ②窪田憲司 通産省製品評価技術センター
検査技術専門職

ISO/IECガイド 58 の応用 ③西本光徳 通産省工業技術院標準部/工業標準専門職

平成 9年度
（1997 年）

適合性評価に関する ISO/IEC
ガイド

④三井清人 （財）日本品質保証機構常勤顧問

WTO/TBT協定 ①田仲信夫 通産省工業技術院標準部
適合性評価の ISO/IECガイド
ISO/IECガイド 58 の適用

②長野寿一 通産省工業技術院標準部

ISO/IECガイドの適用 ③根上雄二 通産省工業技術院標準部

平成 10 年度
（1998 年）

ISO/IECガイド 65 ④米山治介 通産省工業技術院標準部
WTO/TBT協定 ①牧野享子 通産省工業技術院標準部
ISO/IEC ガイドと適合性評価
における国際標準

②三角育生 通産省工業技術院標準部

ISO14000とエコラベリング ③上戸亮 通産省工業技術院標準部

平成 11 年度
（1999 年）

試験所認定制度
ISO/IECガイド 25,58,43-1,2

④鬼束忠人 通産省工業技術院標準部
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ｃ）事務処理を構築するための企画スタッフを養成する能力を修得する。

４）参加資格要件

ａ）APECメンバー国で、工業所有権を担当している政府関係機関の職員

ｂ）英語（会話および筆記）が堪能である者

ｃ）応募国の国民である者

ｄ）心身ともに健康である者

５）割当国・定員

ａ）割当国

　APEC加盟国（DACリストⅠに分類される国々および地域＊からの参加者に係る参加経

費は日本側が負担可能）

＊1999年現在でDACリストⅠに分類されている国は、中国、チリ、インドネシア、韓国、

メキシコ、マレイシア、PNG、フィリピン、ペルー、ヴィエトナム

ｂ）定員

　各メンバー３名程度とする。ただし、要望があれば、３名以上の参加についても全体の

キャパシティーを考慮して検討することとする。

(2) R/D協力期間

　1996年度から2000年度まで毎年一回開催する。

(3) コース開催実績

　第１回 PartⅠ　1997年２月18日から３月７日まで（12日間）

PartⅡ　1997年３月10日から３月28日まで（14日間）

　第２回 PartⅠ　1997年11月５日から11月18日まで（14日間）

PartⅡ　1997年11月19日から12月４日まで（14日間）

　第３回 PartⅠ　1998年10月19日から10月30日まで（12日間）

PartⅡ　1998年11月２日から11月13日まで（12日間）

　第４回 PartⅠ　1999年８月30日から９月10日まで（12日間）

PartⅡ　1999年９月13日から９月24日まで（12日間）
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(4) 過去４年間の研修員の受入実績

　下記の表2-3を参照のこと。

表2-3　研修員受入実績

№ 国名 計 第１回 第２回 第３回 第４回

Part 別 Ⅰ
両
方 Ⅱ Ⅰ

両
方 Ⅱ Ⅰ

両
方 Ⅱ Ⅰ

両
方 Ⅱ Ⅰ

両
方 Ⅱ

1 ブルネイ 2 0 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0

2 中　国 3 10 3 1 2 1 2 1 2 0 3 0 0 4 0

3 インドネシア 11 8 0 1 4 0 2 3 0 5 0 0 3 1 0

4 韓　国 11 2 2 3 0 1 2 1 0 2 1 1 4 0 0

5 マレイシア 6 1 0 1 0 0 3 0 0 2 1 0 0 0 0

6 フィリピン 3 3 6 1 1 1 0 0 3 1 1 1 1 1 1

7 シンガポール 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

8 タ　イ 21 17 21 6 3 5 5 6 0 5 3 12 5 5 4

9 ヴィエトナム 0 3 0 － － － － － － 0 0 0 0 3 0

10 チ　リ 4 2 2 2 0 1 0 0 0 1 0 1 1 2 0

11 メキシコ 8 3 5 2 0 2 4 0 1 2 0 2 0 3 0

12 ペルー 1 0 2 － － － － － － 0 0 0 1 0 2

13 パプア・ニューギニア 1 10 0 0 3 0 0 3 0 0 2 0 1 2 0

JICA 実績小計 72 59 42 19 13 12 18 14 6 19 11 17 16 21 7

14 台　湾 3 2 2 1 2 0 1 0 1 1 0 1 0 0 0

15 香　港 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

計 75 61 45 20 15 12 19 14 7 20 11 18 16 21 8

(注)「－」は割当なし
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(5) 短期専門家派遣実績

　下記の表2-4を参照のこと。

表2-4　年度別専門家派遣実績

年　　度 指　導　科　目 氏　　名 所　　　属
業務調整 ①森口優 特許庁総務部
工業所有権の国際動向 ②清水啓助 特許庁
工業所有権行政 ③高倉成男 特許庁総務部
特許情報の活用 ④新津敏男 特許庁総務部
特許審査業務 ⑤大久保彰男 特許庁総務部
特許行政事務の機械化 ⑥岩崎嘉章 特許庁総務部
機械化の基礎 ⑦小林英次 社団法人発明協会

平成 8年度
(1996 年)

データベース構築 ⑧仁木美保 社団法人発明協会
業務調整 ①青木愛司 特許庁総務部
工業所有権の国際動向 ②高倉成男 特許庁総務部
工業所有権行政の現状 ③飯村豊 特許庁総務部
事務処理機械化概要 ④塩野入秀昭 特許庁総務部
事務処理プロトタイプ ⑤諏訪修 特許庁総務部
最新コンピュータ技術 ⑥小林英次 社団法人発明協会研究所

平成 9年度
(1997 年)

工業所有権に関する国際動向 ⑦飯塚博夫 社団法人発明協会研究所
業務調整 ①五十嵐伸司 特許庁総務部
モデレーター ②芳野賢一 特許庁総務部
コンピュータ技術の最新動向 ③和田修一 日立システムエンジニアリング（株）

技術教育部
クライアント/サーバーシス
テム

④有田聡 （株）日立インフォーメーションアカデミー
コンテンツ事業部

事務処理機械化の目的
電子事務処理の流れ

⑤浅田裕 特許庁総務部

事務処理プロトタイプ ⑥石神和則 特許庁総務部
工業所有権に関する国際動向 ⑦佐伯義文 特許庁総務部

平成 10 年度
(1998 年)

国際協力 ⑧星野和男 特許庁総務部
業務調整 ①本沢功 特許庁審査第一部
工業所有権情報 ②山田高芳 特許庁総務部
工業所有権情報の管理方法 ③間雄一郎 特許庁総務部
工業所有権事務所 ④長谷山純 特許庁総務部
商標の審査 ⑤勝部哲雄 青和特許法律事務所
特許審査実務 ⑥下道晶久 青和特許法律事務所

平成 11 年度
(1999 年)

国際条約 ⑦鶴谷裕二 特許庁審査部
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第３章　総括第３章　総括第３章　総括第３章　総括第３章　総括

３－１マレイシア「PFP基準・適合性」

(1) 総括

　本コースは全体的には当初計画に基づき一定の成果をあげたと言える。実施機関である

SIRIMは1996年に公社化され、1997年には研修部門を独立させ、SIRIM内で実施される研修

は全て独立採算方式にて実施されており、近隣諸国に対しても研修を実施し、極めて高い評価

を得ている。自立発展性の観点からは研修運営能力、講師のアレンジ能力等は非常に高い。た

だし、ローカルコストの負担により採算性が低くなっており、現状のままでの第三国研修継続

は難しい状況にある。

(2) 提言

　PFPの枠組みでの第三国研修「基準・適合性」は、2000年度の第５回をもって終了すること

でマレイシア側と合意した。研修参加者については今年度、DACリストⅡに分類される台湾、

香港、シンガポールからの参加はなかった一方でインドネシアからは６名もの応募者があり、

一般的にアセアン諸国におけるニーズは高いことから、2000年度はアセアン諸国からそれぞれ

３名の枠を越えて受け入れることも一案と言える。

　また、数名の参加者は研修終了後も帰国研修員間で当該分野に関する情報交換を行ってお

り、情報交換の促進を図るためにもインターネット等を利用したやりとりの充実が望まれる。

さらに、SIRIMのように公社化された実施機関に対しては採算性を高めるために研修参加者

から受講料を徴収する等の新たな制度作りを行う必要があろう。

３－２　タイ「PFP工業所有権」

(1) 総括

　本コースは全体的には当初計画に基づき一定の成果をあげたと言える。特に、カリキュラム

については、参加研修員、講師、および派遣専門家の意見を踏まえて毎年見直しを行った結

果、当該分野での国際的なニーズに即した研修が実施されてきた。

　また、本コースの実施機関であるDIPにおいては現在プロジェクト方式技術協力「工業所有

権情報センター」（1995.7.1～2000.6.30）、個別専門家「工業所有権アドバイザー」

（1998.3.23～2000.3.22）など他の技術協力も実施されており、本コースの実施にあたっては

このように他の協力事業との連携が効果的であったことがあげられる。
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(2) 提言

　PFPの枠組みでの第三国研修「工業所有権」は、2000年度の第５回をもって終了することで

タイ側と合意した。一方でタイ側（DTEC、DIP）からはアジア諸国の特許庁職員、警察官、

裁判官、税関職員、検察官を対象にした工業所有権分野の新規第三国研修の実施要望があげら

れた。よって、平成13年度の要望調査にて正式に要請があげられた場合には前向きに検討する

ことが望まれる。

　また、APEC諸国内の自由貿易・投資を促進する観点から、インターネット等を活用し、帰

国研修員が情報交換することは極めて有意義であると思料される。
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第４章　評価結果の概要第４章　評価結果の概要第４章　評価結果の概要第４章　評価結果の概要第４章　評価結果の概要

４－１　マレイシア「PFP基準・適合性」

(1) 目標達成度

１）コースニーズの継続性

ａ）コース設定時に把握されたニーズ

　本コースは、APEC事業の一環として、APEC加盟諸国において認められる基準・適合

性評価に関するニーズに基づいて実施されている。

　また、本コースは1996年度から、毎回基準・適合性評価をテーマに政府機関関係者向け

にセミナーを開催しており、今回の協議において延長の申請はないことから、当初の予定

どおり、PFPの枠組みで本コースを実施することは次回の開催をもって終了することとな

る。

ｂ）コースニーズの評価

　これまでに実施された本コースについては、合計参加総数は116名、JICA実績は107名、

各回参加者数は28人前後であり、全体を通して参加者数の変動は少ない（P15 表4－1参

照）。また、国別の参加者数ではマレイシアが一番多く、ついで韓国、タイ、中国、フィ

リピン、インドネシアの順に参加者が多い結果となっている。これらの国々ではすべての

研修実施時に参加者があり、基準・適合性について強い関心を持っている国々もしくは基

準・適合性に関して発展途上段階の国が積極的に参加していたことがうかがわれる。

　定員については各APEC加盟国から３名程度とされていたが、本コースに積極的に関心

を持つ国とそうでない国の間では参加数に開きがあり、主催国であるマレイシアの参加者

が最も多い傾向を示している。

ｃ）コースニーズの変化および対応

　本コースのテーマについては、当事業の趣旨に基づいて決定されている。

　従って、コースニーズである、基準・適合性評価をテーマとし毎回開催されており、開

催回によって講義内容に若干の違いはあるものの、講義自体の方向性については一貫して

おり、基準認証とは何かという基礎的な内容から最新のISO14000などの動向に至るま

で、幅広い内容をテーマとして提供することによって研修受講者の意欲を引き出すことが

できるように対応している。
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表4-1　研修参加者数の推移

２）レベルアップの程度

ａ）目標指標

　本コースの目標指標は、基準・適合性に関する知識を深めることとその能力を向上させ

ることであり、具体的には、研修時だけでなく研修が終了して帰国後に研修成果をどれだ

け活用し、いかに普及させることができるかである。

ｂ）目標達成度

　研修員の参加目的は、基準・適合性に関する知識の蓄積や能力の向上であり、コースの

到達目標とほぼ合致している。

　また、研修員が、講義で講師からの話を聞くだけではなく、自発的に研修員同士でのグ

ループ討議や相互交流を行い、APEC加盟国内の基準・適合性の現状と課題について認識

を深め合っていたとのことである。

(2) 研修効果

１）研修実施機関による評価

　コースレポートに基づく研修実施機関による評価結果の概要は以下のとおり。

第１回：（1997年３月19日～28日）

№ 地　域　名 合　計 第１回 第２回 第３回 第４回

1 中国 12 3 3 3 3

2 インドネシア 10 2 3 2 3

3 韓国 12 3 4 3 3

4 マレイシア 18 4 5 5 4

5 フィリピン 11 3 3 2 3

6 シンガポール 3 0 2 1 0

7 タイ 12 3 3 3 3

8 ヴィエトナム 6 0 0 3 3

9 チリ 4 2 0 1 1

10 メキシコ 8 3 2 2 1

11 ペルー 3 0 0 1 2

12 パプアニューギニア 7 2 3 0 2

JICA実績小計 107 25 28 26 28

13 台湾 4 0 2 2 0

14 香港 3 0 1 2 0

15 オーストラリア 2 0 2 0 0

合　計 116 25 33 30 28
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　研修の準備期間や講義時間が短かったために、参加した研修員が研修内容の一部について

十分に理解できなかった可能性を指摘。また、準備時間が不足し、プログラム全体の調整を

十分に行うことができなかったため、講師の講義内容が重複していることも指摘があった。

　次回のプログラムについては、ディスカッションの時間を短くして講義の時間をより多く

とってほしいという要望あり。

第２回：（1997年11月25日～12月４日）

　当初の日程は、11月12日から21日までの予定であったが、APLAC（アジア太平洋試験所

認定協力機構）会合と同時にならないようにと日程を変更しなければならなかった。

　その際、日本側からの変更要請が直前であったため、コースの最後の２日をSIRIMのみで

実施することとなった。

　コース本体においては、講義時間が短かったために、各講義の最後に全体の総括を15分

と、５分間の質問時間が設けられた。

第３回：（1998年11月24日～12月３日）

　第３回目の開催であるにもかかわらず、参加申請時における手続き的な面において、一部

の参加者が規定どおりの手続きを踏んでいないことが多く、手続き面での逸脱はプログラム

全体の質の低下を招くことが懸念される。

２）研修担当者による研修効果の評価

ａ）派遣専門家による評価

　本コースに派遣された専門家の評価によると、参加者は、おとなしかったがかなり熱心

であり、多数の質問が研修員より出ていたり、講義後に講師ともっとゆっくり意見交換で

きる機会を増やしてほしいという意見があり、本コースに対する評価は高いといえる。

　また、本事業のマレイシア側カウンターパートであるSIRIMに対しても、研修の事務処

理を非常に良くやってくれていたという評価が得られている。

　しかし、研修コースの準備は、SIRIM職員が通常業務に加えて行わなければならないこ

とや、直前に時間割変更が頻繁にあったため、事務的には職員への負荷が大きく、研修の

位置づけがどのように研修員に認識されているか不明確であったかもしれないことが、研

修初期段階にはあったことも認められている。
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３）研修員による評価結果

ａ）調査団が実施したクエスチョネアからの分析

　参加研修員から回収したクエスチョネアからは、研修内容について自国で行っている業

務に対して、役に立っているという回答を得ている。

　特に、研修の目的である、基準・適合性に関する他国の状況や現在の課題を知ることが

できたという回答が多く、内容が難しすぎたり、目的に適していない内容の講義が行われ

たという回答はなかったため、研修内容と研修目的が合致していたものであったと評価す

ることができる。

　また、香港（参加経費は香港側にて負担）では同様の研修は実施されていないという回

答があった。地域によっては様々な要因から、基準・適合性に関する研修を行うことがで

きない可能性があることを考慮すると、そのような地域の参加者にとっても本コースは有

意義であったと考えられる。

ｂ）研修参加者からのヒアリング

　マレイシア人研修参加者と面談を行い、研修内容とその効果についてヒアリングを実施

した。

　コース内容については、研修参加者がSIRIMの職員であることもあり、業務上非常に参

考になったと答えている。また、研修終了後も研修で使用した資料などを用いて、その後

の勉強や参考資料として活用していると答えている。

４）帰国後の研修成果の活用状況

　研修員に対するクエスチョネアによると、研修成果を何らかの形で帰国後の職場で活用し

ていると答えている。

　具体的には、コース終了後、研修参加者が研修時に使用した教材や資料を業務に活用した

り、同僚に回覧や貸出しをしたり、教材内容に関する議論を行い、研修参加者以外にも研修

内容を普及させていると答えている。

　また、研修終了後、その後のより具体的な課題については特別記述されていなかったもの

の、より高度な内容への学習意欲に対するインセンティブが働いたという回答も得られてい

る。

５）研修効果向上のために改善すべき課題

　SIRIMの研修運営能力については、効果的・効率的なアレンジをめざして職員が非常に努

力を行っていた。ただし、講義の直前になってスケジュールに変更が加えられたりする事が

あったため、当初の講義の予定を変更せざるを得なかった例もあり、講義の時間管理につい

ては時間管理を上手にコントロールするアレンジを行うなど、改善を要する点もある。ま

た、講義によっては参加者から多くの質問が出て、当初予定の時間から大幅に超過したた
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め、次の講義に影響が出てしまった例もあった。研修員から要望があったように、講義終了

後に講師と懇談の時間を設ける等、時間管理に関する別の方法を考えることが必要である。

　また、研修回数を重ねごとに繰り返し指摘されているが、日本側とマレイシア側で十分な

協議を重ね、受講者のターゲットにあったカリキュラムを作成し、より効率的に研修成果を

出すようにするためには、研修終了後の追跡調査等を重点的に行うことが必要である。

(3) 研修実施体制

１）業務運営

　研修が終了するごとに、研修の成果をよりよいものにするために派遣専門家による報告書

や参加した研修員に対するクエスチョネアなどにより改善が指摘され、研修の業務運営につ

いて改善が期待されている。

　しかし、本コースにおいては、１年に１回という比較的長い間隔で実施されることも原因

のひとつであるのかもしれないが、前回と同様の問題点が今回の終了時に再度提示されると

いうことは、前回の反省点が生かされていなかったことになり、改善が望まれる。

　まだ改善すべき点は多く、日本とマレイシア間において研修内容に関する事前の調整の必

要性や、研修結果のフィードバックによる研修の効率性に関する方法の模索など、SIRIM側

が今後自力で同様の事業を行う際の蓄積となるような諸点について本事業が終了するときに

は、必要なノウハウを移転することが必要不可欠である。

　よりよい研修を実施するためにも、以上の点を特に注意する必要がある。

　なお、研修の手続きについては、一度だけ参加者が医師の診断書を忘れたために入国に一

時手間取ったことがあったが、FAXにて診断書を送信してもらうことによって、大きな問題

にはならなかった。

　これまでは、以上のように大きな問題は発生していなかったため、本研修は比較的スムー

ズに運営されていたといえるが、研修実施体制を評価するにあたっては、反省点からの蓄積

を今後の運営に反映させる方法が確立されているかを確認することが重要である。

　研修内容については、そもそも「基準・適合性」とは何かといった基本的な内容から、

ISO9000、14000の最新の動向まで、多くの項目が網羅されたプログラムであったため、内

容については適当であったと答えている。

２）コース運営体制

ａ）コース運営指導者

　本コースの運営は、JICAは直接運営には関与しない。マレイシアのSIRIMが担当して

行われた。

　講義に関する事務手続きはすべてSIRIM職員が行ったため、事務的な負担は大きいもの
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であったにもかかわらず、これまでのコースで大きな問題が発生することなく運営されて

きたことは彼らの努力に負うところが大きいといえる。

ｂ）講師陣

　本研修の講師陣は、マレイシア国内の技術的水準が国際水準に必ずしも追いついていな

い場合もあるため、主に日本など外部から派遣された専門家で対応した。

　配置された講師陣については、ISOの手続き及び地域標準機構の重要性についての興味

深い講義や、ISO14000の開発についての実践的な講義が実施されたり、講義内容につい

ては多くの点で参加者に有意義な内容を提供することができた。

　その一方で、講師によっては英語に強いなまりがあるために、講義の内容について十分

な理解を阻害する例があったことも判明している。また、研修参加者について事前に詳細

情報を得られなかったために、参加者にとってふさわしい講義内容を展開することが難し

かったこともあった。

ｃ）研修施設

　研修施設については基本的Shah AlamにあるConcord Hotel内の会議室を使用した。会

議室には研修を行うための設備はひととおり揃っており、プレゼンテーション機材や講義

用施設等、施設・機材は十分に活用されていた。

ｄ）教材

　教材の準備などについては講師が準備したものの、事務局にとってその準備が複雑かつ

膨大になっていることが大きな問題点となっている。また、直前になってからの日程の変

更による作業量の増加という問題や、研修で使用する資料の電子ファイルが開くことがで

きないなどの問題が発生し、スムーズなコースの実施に影響を与えることがあったが、こ

の問題については使用したファイル等電子媒体の日本仕様という特殊性やAPECという規

模の大きなプログラムによる作業量の膨大さによるものであること、SIRIM内の事務設備

が日本国内で見られるように多機能なものではなかったことによるものであり、SIRIM側

の本件に対する意識の低さに起因するものではない。

　むしろ、日本仕様といった特殊事情はマレイシア側では想像しづらい問題点であるた

め、日本側で事前に準備調整を行っておく必要がある。

３）研修実施方式

ａ）研修機関選定理由

　SIRIMは、国際的な技術レベル水準にはまだ達していない部分があるものの、マレイシ

ア国内における基準認証機関ということで、本コースの内容やその重要性について理解力

があり、本コース内容に関する知識についても他の機関よりも豊富であると認められる。

　その他の近隣諸国と比較してもマレイシアの基準認証機関であるSIRIMは、基準認証機
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関として知名度があるため、研修を行ううえでも比較的有利な立場にあり、信頼を得てい

る。

　以上の理由により、本コースについてSIRIMの運営能力は評価することができる。

ｂ）研修実施経費

　日本側とマレイシア側の研修実施経費負担は、日本側80％、マレイシア側20％であり、

日本側からの予算の支出については予定どおり行われたため、特に問題は見られなかっ

た。

表4-2　研修実施経費（単位：RM）

４）研修実施上の課題と改善の方向

　基準・適合性に係る分野は、マレイシア国内において国際水準には十分に達していない技

術水準であり、またAPEC加盟国内にも技術水準が同様に国際水準に達していない国が多く

存在する。従って、今後も本コースと同様の研修を技術水準が国際水準に達していない国に

対して行うことは有意義である。

　しかし、今後の課題として、SIRIMのように公社化され、事業収益を運営資金としている

1996 1997 1998 1999

航空料 118,920.00 65,537,00 80,523,00 91,383.00

日　当 34,440.00 21,402.00 22,878.00 17,712.00

宿泊費 85,800.00 36,720.00 34,299.00 28,588.00

保険料 0.00 0.00 2,056.00 0.00

空港送迎費 1,800.00 871.00 2,210.00 2,600.00

受入諸費計 240,960.00 124,530.00 141,966.00 140,283.51

外部講師謝金 5,000.00 1,134.00 1,430.00 400.00

現地傭人費 5,000.00 264.00 387.00 0.00

設備費 21,000.00 0.00 4,986.00 5,888.00

現地交通費 4,000.00 5,577.00 1,500.00 870.00

会議費 3,600.00 3,600.00 3,710.00 3,931.00

消耗品購入費 6,000.00 3,807.00 3,141.00 1,780.00

GI・印刷費 4,000.00 2,630.00 1,328.00 5,024.00

テキスト作成･購入費 20,000.00 4,492.00 3,151.00 0.00

通信運搬費 0.00 0.00 0.00 2,000.00

その他 5,000.00 22,887.00 0.00 0.00

研修諸費小計 73,600.00 44,391.00 19,633.00 19,893.00

小　計 314,560.00 168,921.00 161,599.00 160,176.51

外国人講師招へい費 0.00 0.00 0.00 7,140.00

合　計 314,560.00 168,921.00 161,599.00 167,316.51
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場合、今回のような研修を行うことによって事業収益を得ることは難しいことである。

　特に本コースのようにAPECの枠組みにおいて実施される研修は大規模なものであり、日

本等から運営資金面での支援も必要となるため、収益性の薄い事業となりやすい。今回のよ

うにAPEC事業という大きな枠組みの中での研修ではなく、研修事業を行いつつも収益をあ

げることができるよう研修方法を工夫することが改善の方向性のひとつであると考えられ

る。

(4) 自立発展性の見通し

　本コースについては、日本とマレイシアの双方が負担割合に基づいて予算を計上し、研修を

実施しているが、現在の負担割合でもマレイシア側にとっては負担が大きいととらえており、

今後も同規模で同様のコースを実施するためには、運営経費や研修員の旅費、滞在費等を外部

から調達する必要性は変わらない。しかし研修方法について何らかの工夫を行うことによっ

て、自立発展を期待することはできる。

　また、SIRIMが公社化され、SIRIM自体の運営資金を独力で稼がねばならず、今後本コー

スのように収益が薄い業務を行うことも内外に対する知名度、信頼度を維持拡大するうえで重

要であるが、収益がでる事業展開の必要をSIRIM自身が強く認識している。

　SIRIMの公社化によって、SIRIM自身の努力による収益を必要としている以上、今後は商

業性、営利性のあるプロジェクトの積極的な開拓や開発など、工夫することが求められる。

４－２　タイ「PFP工業所有権」

(1) 目標達成度

１）研修員による自己評価

　帰国研修員に対するクエスチョネア、聞き取り調査の結果によると、本研修参加後、多く

の研修員は「より専門的な業務を行っている」、「当該分野の高等教育に対する関心度が高

まった」などと述べている。現在の業務と関連して特に評価の高かった研修科目は「TRIPS

協定」「商標におけるTRIPS協定履行」などの条約関係と、「工業所有権システムのコン

ピューター化」、「インターネットを利用した工業所有権情報の収集方法」などの工業所有

権制度の近代化であった。また、他のAPEC諸国の工業所有権に関連する機関の職員との意

見交換は、当該分野における自国の状況を把握するうえでも非常に有益であったとのコメン

トが多くみられた。　

２）実施機関研修担当者および主要講師による研修員の習得状況評価

　多くの質問が寄せられたほか、研修終了後も複数で集まりディスカッションを行うなど、
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非常に熱心であった。

３）APEC諸国におけるニーズの変化

　本研修は、参加国が工業所有権保護に関する国際規約（工業所有権法整備）を遵守するこ

とを目的に開始されたが、2000年１月のWTO/TRIPS協定履行期限を目前に控えた第４回開

催時には参加各国において当初目標にほぼ到達していたことから、第４回は、審査、エン

フォースメントなどの工業所有権法運用体制整備に関わるニーズへと変化していった。

４）研修コース内容の妥当性

　参加者間の知識・語学レベルの相違および参加国の経済・産業の発展度の差により意見に

ばらつきは見られたが、カリキュラム・期間・方法などについて総合的には高い評価を得る

ことができたといえる。しかしながら、工業所有権制度整備の適切な運用が困難な国におい

ては、少数意見ではあるが「講義内容の範囲が広すぎた。」「内容が難しかった。」などの

意見が出された。

(2) 研修効果

　帰国研修員に対するクエスチョネア、聞き取り調査の結果によると、多くの研修員は研修参

加後も工業所有権に関する業務を続けており、数名の研修員は、所属機関において研修で得ら

れた成果に関する講習会、勉強会などを開催して成果の普及につとめている。また、タイでは

研修用教材をDIPの図書館に配架し、多くの関係者が活用できる体制を構築している。

(3) 研修実施体制

１）研修員受入

　各国・地域知財庁に相当する機関のみならず、工業所有権法執行機関である税関、警察、

裁判所および外務省などからの参加もあった。このことは、各国・地域における工業所有権

制度への関心の高さをうかがわせる。参加人数は第１回47名、第２回40名、第３回49名、第

４回45名であった。（資料4-2 ミニッツAnnex－1参照）。参加研修員はほぼ適切な資質を

備えており、コースの効果的な運営にも寄与したと考えられるが、数人の研修員は英語力に

問題があり、本人の研修習得に影響を及ぼしたことも指摘された。

２）カリキュラム

　参加研修員、講師および専門家の意見を踏まえ、毎回見直しを行ってきた。

　（第１回）

PartⅠ：工業所有権法制度の国際的動向とTRIPS協定の履行

PartⅡ：工業所有権庁における事務の機械化

　（第２回）
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PartⅠ：工業所有権法制度の国際的動向とTRIPS協定の履行

PartⅡ：工業所有権庁における事務の機械化

　（第３回）

PartⅠ：工業所有権庁における事務処理の機械化

PartⅡ：工業所有権に関する法律および条約

　（第４回）

PartⅠ：「一般」工業所有権条約、関係条約、エンフォースメント

PartⅡ：「運用」工業所有権制度の運用および啓蒙普及、特許情報の利用

　「一般」、「運用」のパートに分けたことにより、研修員のレベルのバラツキをなくし、

研修の目的を明確にすることができた。また、各国・地域でTRIPS協定履行のための法整備

がほぼ完了したことに鑑み、新たに工業所有権制度の運用に関する講義の充実を図ったこと

は、参加国・地域の工業所有権を取りまく状況に即した措置であったと考えられる。

３）研修経費

　人的支援はあったものの、経費についてはすべて日本側の予算により執り行われた。この

ため予算執行にあたっては厳正な確認が行われ、変動は主に参加国、人数の変更によるもの

であった。（Ｐ.25 表4-3参照）

４）専門家派遣実績

　毎年１名の短期専門家（調整員）を派遣し、研修を開催するために必要な会場確保、宿舎

留保、研修員募集、講師依頼、航空券の手配などの作業に関する指導・協力および予算の作

成、管理などを行った。本研修が日本政府の技術的・資金的支援のもとに開催され、研修実

施国の研修能力の向上にも期待できることから、研修開催に関する指導・協力、予算の作

成、管理などの業務内容は妥当であったといえる。派遣期間は、（第１回）96.10.5～

97.4.30、（第２回）97.7.1～97.12.19、（第３回）98.8.20～98.11.19、（第４回）99.6.1

～99.10.17。

　このほか日本より、機械化・情報化、審査および国際条約などに関する講師を派遣した。

（資料4-2 ミニッツAnnex 3参照）

５）研修機材

　電源設備、OS互換性（日本語版対英語版）などの問題は指摘されたが、グループごとに

レンタルされたPCは効果的に活用された。しかしながら、一部の帰国研修員から各自１台

のPCが必要との意見も寄せられた。

６）実施体制

ａ）実施機関：本コースの実施機関であるタイ王国知的財産局（DIP）は、商務省の一部局

として1992年に設立された。DIPは、特許（意匠特許を含む）、実用新案、商標、著作権
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に関する事項を所管している。

　現在のDIPの組織は、局長の下に３つのセクションがあり、それぞれ副局長が１名ずつ

配属されている。このほかにも、局長の下には３名の局長補がおり（Ｐ.26 図4-1参照）、

スタッフ数は総勢200名である。

ｂ）運営能力：DIPの研修運営能力については、過去３回の研修を行った実績があることか

ら、研修運営自体はスムーズであったが、本研修のための専属スタッフは配置されておら

ず、研修全体の総括を行うことができたとは言い難い。DIPのPFP担当者は毎年替わり、

PFP研修におけるノウハウの引き継ぎも行われていなかった。また、独自にカリキュラム

編成をすることについては、カリキュラム内容が途上国的政策方針の強調に偏りやすくな

るなどの問題がある。

７）講師

　日本からの講師のほかに、APEC加盟国・地域および国際機関から派遣された。タイから

は第１回２名、第２回３名、第３回５名、第４回５名派遣された。

８）教材の整備状況、改訂状況

　技術進歩の速いコンピューターに関する講義に用いられるテキストに関し、次年度は使用

できないといった問題点が指摘されたが、費用対効果を考慮して、修正すべき箇所を別途

ペーパーにして配布するといった対処がとられた。しかし、第４回は大幅にカリキュラムを

変更したため、多くのテキストを新規に作成した。

(4) 自立発展性の見通し

　タイDIPの研修実施能力については、独自に国内セミナーを開催している実績があることか

ら、基本的にはタイ独自に第三国研修を実施することは可能であると考えられるが、タイの知

的財産権政策・制度の現状から、必ずしも国際的な知財制度の動向またはわが国が提唱する

「世界特許」構想の主旨に沿った内容にならない可能性があり、内容の調整、将来的な方向性

を考慮したうえでのカリキュラム作成にあたっては日本が関与していく必要がある。ただし、

タイからの講師派遣人数が着実に増加していることから、講師育成については評価できるとい

える。また、タイDIPにおいては、独自の研修施設を建設中であり、工業所有権制度の普及へ

の意欲がうかがえる。このほか、メコン川流域各国（中国、ミャンマー、ラオス、タイ、カン

ボディア、ヴィエトナム）における同分野の整備に向け、タイDIPは中心的役割を果たしてい

る。
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表4-3　研修経費

（単位:RM）

1996 1997 1998 1999

航空賃 1,112,930 1,809,140 2,998,825 2,075,230

日　当 590,400 592,000 702,400 705,600

宿泊費 1,133,280 786,930 1,000,400 1,043,400
保険料 40,500 21,786 21,084 31,924

空港送迎費 43,200 53,150 54,000 28,550

受入諸費小計 2,920,310 3,263,006 4,776,709 3,884,704

外部講師謝金 23,400 16,200 21,600 28,800

現地傭人費 174,292 176,000 112,000 64,000

設備費 1,011,232 833,670 958,187 551,845

現地交通費 69,040 193,170 159,600 81,200

会議費 235,957 136,697 155,865 157,060

消耗品購入費 50,000 28,080 28,000 24,835

実施要項作成費 27,338 34,775 34,775 15,120

テキスト作成・購入費 535,813 498,536 479,005 563,461

通信運搬費 147,255 211,022 226,375 85,999

その他 89,392 75,688 75,900 60,000

研修諸費小計 2,363,719 2,203,838 2,251,307 1,632,320

合　計 5,284,029 5,466,844 7,028,016 5,517,024
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第５章　第５章　第５章　第５章　第５章　APEC/PFPAPEC/PFPAPEC/PFPAPEC/PFPAPEC/PFPの枠組みによる今後の協力の方向性の枠組みによる今後の協力の方向性の枠組みによる今後の協力の方向性の枠組みによる今後の協力の方向性の枠組みによる今後の協力の方向性

(1) APEC/PFPの経緯

　APECの経済・技術協力はこれまでにも多くの分野で推し進められてきた。わが国は、

APECにおける貿易・投資の自由化・円滑化に資する協力をいっそう効果的に推進するため

に、1 9 9 4 年の閣僚会議において、河野外務大臣（当時）より「前進のためのパートナ

（Partners for Progress: PFP）」の枠組みを提案した。この提案は、高級事務レベルにおけ

る協議を経て、1995年10月の大阪閣僚会議において採択されるとともに、共同声明に盛り込ま

れることとなった。

　わが国は、PFPの枠組みの中で「基準・適合性」（マレイシア）、「工業所有権」および

「競争政策」（タイ）の３つのプロジェクトを、JICAの第三国集団研修のスキームを活用し

て実施することとし、おのおの高級事務レベル会合（SOM）の承認を得て、1996年度より実

施している。

　1998年のAPEC非公式首脳会議および閣僚会議においては、貿易・投資の自主的な自由化人

材養成等を着実に実施することが重要との観点から、小渕総理および高村外務大臣（当時）よ

り、裾野産業や金融セクターなどにおける人材育成を目的としてPFPを積極的に推進する旨が

表明された。これに従いわが国は、金融セクターの実務者養成、中小企業・裾野産業のための

経営診断、生産性向上のための生産管理・経営管理手法の３分野においてPFPの枠組みよる研

修を立ち上げるべく、関係国ならびに関係機関と調整を重ねた結果、99年度より「貿易金融」

および「経営診断」の２件を、日本・シンガポールパートナーシップ・プログラム2 1

（JSPP21）の枠組みにおいて立ち上げることとなった（「生産性向上」については、タイと

の間で立ち上げるべく調整中）。

(2) 今後の方向性

　今次評価調査団においては、PFP「基準・適合性」また「工業所有権」ともAPEC参加国・

地域からの参加者には好評であり、両プロジェクトとも、その実施状況はおおむね妥当と認め

られた。わが国としては、今後とも、このようなAPEC参加国・地域での貿易投資の自由化円

滑化に資する分野でのプロジェクトを進めていくことが望ましく、その意味でPFPの枠組み

は、APECにおいてわが国が貢献し得る有効な手段の１つである。

　PFPの枠組みでの今後のプロジェクト実施については、「基準・適合性」および「工業所有

権」の両プロジェクトとも当初の成果をあげていることが認められ、かつ、マレイシアおよび

タイ両国の政府、実施機関とも、当初作成されたR/Dに従い2000年度で終了することに異存が

なかったことから、当初予定どおり2000年度をもって終了することが適当である。その後は、
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PFPのプロジェクトとしては、本年度からシンガポールとの間で新たに立ち上がる「貿易保

険」および「経営診断」２プロジェクトに引き続き取り組んでいく必要がある。

　今後、PFPプロジェクトを進めるにあたって留意すべき点としては、協力期間について、

1996年度に立ち上げた３件のプロジェクトのように当初から協力期間を５年間とするのではな

く、当初は３年間程度とし、その後、場合によっては協力期間を延長を考慮するという形にし

た方がよいと思われる。また、一般にJICAの第三国研修の枠組みは、開発途上国がわが国か

ら移転された技術を主体的に他の開発途上国に対して移転するという形をとるが、PFPにおい

ては、APEC諸国・地域の相互支援と自主性の原則に基づいて各メンバーが可能な範囲で協力

する「持ちより」という基本的な考え方により、APEC諸国・地域から広く講師や研修員が参

加する、いわば「APEC MUTUALISM」が重視される形での運営が望ましい。



資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料資　　　　料

１－１　マレイシア第三国集団研修「PFP基準・適合性」終了時評価に係るPDM

１－２　タイ第三国集団研修「PFP工業所有権」終了時評価に係るPDM

２－１　マレイシア第三国集団研修「PFP基準・適合性」終了時評価シート

２－２　タイ第三国集団研修「PFP工業所有権」終了時評価シート

３－１　マレイシア第三国集団研修「PFP基準・適合性」R/D

３－２　タイ第三国集団研修「PFP工業所有権」R/D

４－１　マレイシア第三国集団研修「PFP基準・適合性」ミニッツ

４－２　タイ第三国集団研修「PFP工業所有権」ミニッツ

５．クエスチョネア
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